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　お客様のご依頼により、弊社の登録区分の審査請求前

の出願について先行技術調査を行います。

※作成した調査報告はお客様に交付されると同時に、　　

　特許庁にも提出されます。

※審査請求の手数料を軽減するためには、審査請求時に

　調査報告番号を記載する必要があります。

■当社での調査概要

　対象となる案件

　審査請求前の特許出願で以下の弊社登録区分に該当す

　る案件

◇材料分析（区分３）

　機械分析、化学分析、物理分析、医療診断機器等

◇アミューズメント（区分８）

　パチンコ・スロットマシン、ゲーム・玩具、事務用品等

◇生活機器（区分１７）

　掃除機、食器洗機、洗濯機、照明、スイッチ等

◇熱機器（区分１８）

　燃焼、暖房、冷凍、製氷、冷蔵庫、加湿、換気等

◇福祉・サービス機器（区分１９）

　処置具、衛生・介護、注入・内服、治療、物理療法、補綴、

　チェック装置、生活必需品等

◇医療（区分２４）

　化粧料、製剤・医療材料等

◇有機化学（区分２７）　

　有機化合物の製法、農薬、洗剤、塗料、接着剤等

◇電子商取引（区分３１）

　電子商取引、情報検索、言語処理、暗号等

※注意事項等、詳細につきましては以下の弊社 HP をご覧

　ください　

　https://www.tectra.jp/ttc/

■特定登録調査機関制度とは

　特定登録調査機関制度は、2015 年 4 月に改正され、出

願から出願審査請求前（出願から 3 年間）に利用できる

使い易い制度になりました。この制度は、端的にいうと「登

録調査機関」の調査能力を民間に開放したものです。こ

の制度を理解するには、先ず「登録調査機関制度」を理

解し、この「登録調査機関制度」と同等の調査であるこ

とを認識することが、早道です。

　特許庁は審査に必要な先行技術調査の一部を「工業所

有権に関する手続等の特例に関する法律」に基づいて登

録された「登録調査機関」に外注しており、先行技術調

査の分野は技術分野毎（39 区分）に分かれています。

　登録調査機関の調査業務実施者資格は「工業所有権に

関する手続等の特例に関する法律」に規定する独立行政法

人工業所有権情報・研修館が行う「調査業務実施者育成

研修（約 2 か月）」を修了後同法に規定される「調査業務

実施者」となります（調査業務実施者は全国で約 2500 名

程度）。審査では質の高い調査が行われ、特実検索業務用

ＰＣ（所謂審査官用端末）に検索式を入力して調査を行い

ますが、調査する文献は、特許法第29条（新規性・進歩性）、

第 29 条の 2 又は第 39 条（先願）の規定によって先行技術

となりうる範囲にあり、かつ公開されている文献です。

　調査によって抽出された文献のうち、調査報告の作成に

資する文献を抽出するためスクリーニングを行い、当該抽

出文献の必要箇所を精読し、ポイントとなる箇所が容易に

分かるように、審査官に報告します。ＦＩ、Ｆタームを中心

にテキストも併用し検索された文献をスクリーニングに最

適化された環境でコンプリートサーチを心がけています。

　このように「登録調査機関」で行われている調査を民

間にも開放したのが、特定登録調査機関制度です。特定

登録調査機関は登録調査機関でなければ、登録できませ

ん。これによって、「登録調査機関」で行われている調査

を民間にも開放する、ということが担保されます。

　弊社は平成 27 年に特定登録調査機関として登録されま

した。平成 29 年 2月末現在、当社を含めて 3 社の特定登

録調査機関が存在します。

＜特定登録調査機関について＞

https://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/tokuteitouroku

_01.htm

調査に関するお問い合わせ・ご依頼は、技術トランスファーサービス 03-5574 -7051 までお願い致します。
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■秋山国際特許商標事務所の体制について

　当事務所は現在顧問弁理士を含めて 9 名の弁理士が

在籍しています。従来からの顧客と密接な関係を有

する個人型組織の長所と、国内外におけるあらゆる

技術分野の専門的知識を備えた総合的な組織を目指

しております。また法律事務所とも業務提携を行い、

知 財 に 関 するあらゆる 事 項も対 応 可 能となりまし

た。

◆事務所の特徴

　当事務 所は設 立以 来、併 設 する調 査 会社、株 式

会社 技 術トランスファーサービスと共に活動を行っ

ており、特 許・実 案、意 匠、商 標 の調 査に力を入

れています。調 査 は知 的 財産の育成・活用の 第一

歩であり、当事 務 所はこの 知 的 財産 創 造・活用の

ベースとなる調査において高品質のサービスを提供して

います。

　当事務所の弁理士、明細 書作成補助者や商標業

務支 援者も全て特許 調査或いは意匠・商標調査 の

能力を備えており、明細書作成における案件ごとの

技 術 水 準 のキャッチアップ、意 匠・商 標 の 登 録 性

判断に、調査能力を活用しています。

　また、顧客 の企画・開発 過 程における特許 公 報

調 査・文 献 調 査、出 願 前の同 調 査 により、各フズ

において調 査 能力を活用した技 術 開 発・特 許 出 願

に関する支援が可能となります。さらに、侵害にお

ける特許無 効調査・無 効鑑 定、侵害検 討・侵害 鑑

定まで、当事 務 所では、調 査 能 力を活 かして、一

気通貫で行うことが出来ます。

◆サービス内容

　当事務所の主な取り扱い分野は以下の通りです。

国内手続

＜特許出願＞

・ 機械関係

　輸送機器内装、産業機械、測量機械、アンテナ、

　モータ・モータ関連機器、土木建築、生活用品、

　印 刷 装 置 、農 業 関 連 機 器 、光 学 膜 成 膜 装 置 、

　切削工具、医療機器、遊技機器、他

・ＩＴ関係

　ソフトウェア、コンピュータ、ビジネスモデル、　

　IoT、他

・ 電気・物理関係

　レーザ、制御、通信、回路、計測機器、他

・ 生化学関係

　食品、医薬、バイオ、微生物、他

・ 化学関係

　化学一般、無機化学、機能性材料、他

・ 医療関係

＜商標・意匠出願＞

・ 商標

　調査、更新、各種相談、他

・ 意匠

　切削工具、建築材、日用品、画面デザイン、他

＜法律関係・その他＞

・ 無効審判事件

・ 鑑定・検討

鑑 定・検 討（侵 害、特 許 性 等）、特 許・商 標 の

価値鑑定

・ 係争事件

　侵害警告、和解

・ 契約関係

職務発明契約、実施許諾契約、共同研究開発契約、

和解契約、他

海外手続

＜外国特許出願、意匠及び商標出願関係＞

　米国、欧州、ドイツ、イギリス、中国、韓国、台湾、

　東南アジア、インド、ブラジル等の中南米、

　PCT、EPC、マドリッドプロトコルを利用した　

　商標国際出願

※海 外 提 携事務 所

　米国  　 13 事務所

　欧州　　20 事務所

　中国　　 9 事務所　   

　韓国　　 8 事務所

　アジア　23 事務所

（インド・台湾・香港・タイ・フィリピン・シンガポー

ル・インドネシア・ベトナム・マレーシア・カンボジア・

トルコ・スリランカ・マカオ・ミャンマー・ラオス 他）

　その他 　9 事務所

（カナダ・オーストラリア・ブラジル・メキシコ 他）

◇初回ご相談については 1 時間まで無料で行っており

　ます。お気軽にご相談ください。
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